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国

際

海

事

機

関

（

Ｉ

Ｍ

Ｏ

）

に

お

い

て

脱

炭

素

化

に

向

け

た

規

制

の

議

論

が

停

滞

す

る

中

、

民

間

主

導

の

取

り

組

み

が

進

め

ら

れ

て

い

る

。

　

船

舶

フ

ァ

イ

ナ

ン

ス

の

分

野

で

は

、

金

融

機

関

が

船

舶

融

資

ポ

ー

ト

フ

ォ

リ

オ

の

Ｉ

Ｍ

Ｏ

削

減

目

標

へ

の

貢

献

度

を

開

示

す

る

「

ポ

セ

イ

ド

ン

原

則

」

と

い

う

取

り

組

み

が

あ

る

。

原

則

に

署

名

し

た

金

融

機

関

は

、

自

社

が

融

資

す

る

船

舶

の

温

室

効

果

ガ

ス

（

Ｇ

Ｈ

Ｇ

）

排

出

効

率

（

輸

送

ト

ン

マ

イ

ル

当

た

り

の

Ｇ

Ｈ

Ｇ

排

出

量

）

と

Ｉ

Ｍ

Ｏ

削

減

目

標

か

い

り

に

基

づ

く

基

準

値

と

の

乖

離

率

を

算

定

し

た

上

で

、

各

船

舶

の

融

資

残

高

を

基

に

ポ

ー

ト

フ

ォ

リ

オ

全

体

で

の

加

重

平

均

値

を

算

定

し

、

こ

れ

を

当

該

機

関

の

貢

献

度

（

気

候

整

合

度

）

と

し

て

開

示

し

て

い

る

。

単

位

は

％

で

表

さ

れ

、

基

準

値

を

達

成

す

る

場

合

は

「

－

」

、

未

達

の

場

合

は

「

＋

」

と

な

る

。

制

度

を

運

営

す

る

ポ

セ

イ

ド

ン

原

則

協

会

は

毎

年

、

全

署

名

機

関

の

整

合

度

の

平

均

値

を

公

表

し

て

い

る

。

　

署

名

機

関

は

発

足

時

の

５

カ

国

�

機

関

か

ら

�

カ

国

�

機

関

に

増

え

て

お

り

、

世

界

の

船

舶

融

資

残

高

の

約

８

割

を

カ

バ

ー

す

る

。

日

本

も

メ

ガ

バ

ン

ク

や

政

府

系

金

融

機

関

、

地

方

銀

行

な

ど

９

機

関

が

署

名

し

て

い

る

。

全

署

名

機

関

の

整

合

度

は

２

０

１

９

年

か

ら

６

年

分

公

表

さ

れ

て

い

る

が

、

�

年

の

Ｉ

Ｍ

Ｏ

削

減

目

標

の

見

直

し

な

ど

を

受

け

て

評

価

方

法

が

変

わ

っ

た

た

め

、

単

純

な

時

系

列

評

価

は

難

し

い

。

た

だ

、

評

価

方

法

が

近

い

直

近

２

カ

年

（

�

～

�

年

）

で

見

る

と

、

Ｉ

Ｍ

Ｏ

目

標

に

基

づ

く

最

低

基

準

へ

の

整

合

度

は

＋

�

・

４

％

か

ら

＋

�

・

７

％

へ

と

７

・

７

㌽

改

善

し

て

い

る

。

日

本

の

９

機

関

に

限

れ

ば

、

整

合

度

の

平

均

値

は

�

年

が

＋

�

・

１

％

、

�

年

が

＋

６

・

５

％

と

全

体

平

均

よ

り

良

く

、

改

善

幅

も

８

・

６

㌽

と

大

き

い

。

　

整

合

度

が

改

善

し

た

の

は

船

舶

推

進

シ

ス

テ

ム

の

改

良

や

バ

イ

オ

混

合

油

、

Ｌ

Ｎ

Ｇ

な

ど

低

炭

素

燃

料

の

導

入

が

要

因

と

さ

れ

る

が

、

本

制

度

が

脱

炭

素

投

資

に

寄

与

す

る

こ

と

が

立

証

さ

れ

て

い

る

訳

で

は

な

い

。

既

存

の

研

究

に

よ

れ

ば

、

制

度

が

船

舶

の

脱

炭

素

化

を

促

す

効

果

は

確

認

で

き

ず

、

そ

の

要

因

と

し

て

金

融

機

関

が

ア

セ

ッ

ト

（

船

舶

）

の

炭

素

効

率

よ

り

企

業

の

信

用

力

を

重

視

す

る

実

態

が

指

摘

さ

れ

て

い

る

。

　

た

だ

、

署

名

機

関

や

融

資

船

舶

の

デ

ー

タ

捕

捉

率

は

拡

大

し

て

お

り

、

金

融

機

関

に

よ

る

情

報

開

示

や

透

明

性

の

向

上

、

船

主

と

の

対

話

深

化

に

は

寄

与

し

て

い

る

よ

う

だ

。

一

部

の

署

名

機

関

は

船

舶

の

環

境

性

能

を

融

資

条

件

に

反

映

さ

せ

る

取

り

組

み

も

進

め

て

い

る

。

こ

う

し

た

取

り

組

み

を

評

価

す

る

動

き

が

強

ま

れ

ば

、

脱

炭

素

投

資

を

促

す

重

要

な

ツ

ー

ル

と

な

る

可

能

性

が

あ

る

。

　

今

後

、

船

腹

需

要

の

増

加

が

見

込

ま

れ

る

中

、

船

舶

融

資

は

成

長

分

野

と

し

て

期

待

さ

れ

る

。

新

造

船

の

発

注

量

は

�

年

か

ら

回

復

傾

向

に

あ

り

、

総

投

資

額

も

�

～

�

年

は

年

間

２

千

億

㌦

超

と

リ

ー

マ

ン

シ

ョ

ッ

ク

前

の

レ

ベ

ル

に

戻

り

つ

つ

あ

る

（

図

参

照

）

。

一

方

、

発

注

船

に

占

め

る

代

替

燃

料

船

の

比

率

は

、

標

準

貨

物

船

換

算

ト

ン

（

Ｃ

Ｇ

Ｔ

）

ベ

ー

ス

と

金

額

ベ

ー

ス

で

い

ず

れ

も

�

年

に

約

６

割

あ

っ

た

の

が

�

年

に

は

約

４

割

に

低

下

し

た

。

規

制

の

不

確

実

性

に

よ

る

投

資

意

欲

の

減

退

が

要

因

と

さ

れ

る

。

規

制

の

見

通

し

が

立

て

ば

、

融

資

に

お

い

て

も

環

境

性

能

を

重

視

す

る

イ

ン

セ

ン

テ

ィ

ブ

は

高

ま

る

。

脱

炭

素

投

資

の

進

展

に

は

規

制

合

意

が

何

よ

り

重

要

と

な

る

。


